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別紙 

 

最適化事業におけるＥＣＩ方式対象の設計業務を分割発注する場合の 

入札公告等への記載及び設計協力協定書について 

 

１ 目的 

  技術提案・交渉方式における設計段階から施工者が関与する方式（以下「ＥＣＩ方式」

という。）の設計業務においては、①部隊の運用に支障をきたさないよう、敷地全体にわ

たる施工計画・仮設計画等を立案、②多数の施設の性能・機能等の整合性を図り仕様を決

定、③別途発注される技術協力業務からの技術提案について、適切に設計に反映するなど

の業務特性を踏まえ、駐屯地・基地を一体として設計する必要がある。 

  そのため、ＥＣＩ方式における設計業務において個別建物の実施設計業務を分割して発

注する場合には、分割された設計業務全体の一体性を確保するため、以下について、手続

開始の公示等で周知するための記載例を示す。 

・１期目は、設計総合調整業務が含まれる業務であること 

・２期目以降では、１期目の業務として設計総合調整業務が含まれていること 

  また、技術提案・交渉方式のうち、技術協力・施工タイプにおいては、技術協力業務の

受注者（以下「優先交渉権者」という。）の技術提案を踏まえた設計を円滑に実施するた

め、発注者、設計業務の受注者（以下「設計者」という。）及び優先交渉権者が協力して

施工技術に基づく設計を完成させる設計協力協定を三者間で、２期以降の設計業務時の設

計協力協定は四者間で締結するもの。 

その際、実施設計部分を分離した場合にも、設計業務の契約単位で設計協力協定を締結

する必要があるため、その際の協定の対象範囲を明確化するための記載例を定めるもの。 

 

２ 概要 

ＥＣＩ方式における設計業務を分割して発注する事案は、１期目に発注する業務（基本

設計を含む、一部の建物、幹線ユーティリティ及び全体仮設計画の実施設計）に設計総合

発注業務を含めて発注し、２期目以降に実施設計を分割し別途発注するものである。 

 



 

 

 

３ 設計における入札公告又は手続開始の公示等への記載例 

  入札公告又は手続開始の公示等には、次の内容を明記する。 

 

【１期目業務】 

（ ）本業務は、実施設計を分割し別途発注される設計業務に対し、ＥＣＩ方式導入の特性

を踏まえ、一体性を確保することを目的とし、部隊運用上の特性を踏まえた基本設計等

における考慮要素を各実施設計業務に反映させる設計総合調整業務を行うものである。 

なお、本業務の受注者（共同体の場合は代表者）が分割した２期目以降の設計業務

の受注者（共同体の場合は代表者）と同一の者の場合は、設計総合調整業務が不要にな

るため業務内容の取止めを行う。 

 

【２期目業務以降】 

（ ）ＥＣＩ方式導入の特性を踏まえ、一体性を確保することを目的とし、部隊運用上の特

性を踏まえた基本設計等における考慮要素を適切に実施設計業務に反映させるため、本

業務は『１期目の業務名を記載』において実施する設計総合調整業務に協力し、実施設

計を実施するものである。 

    

 

４ 技術協力業務における入札公告又は手続開始の公示等への記載例 

  入札公告又は手続開始の公示等には、次の内容を明記する。 

 

【６】設計業務等の受注者等 

（１）上記５（７）の「上記４に示した建設工事に係る設計業務等の受注者」とは、次に掲

げる者である。なお、設計業務は分割して発注することを予定している。 



 

・１期目業務「○○（○）施設最適化総合設計（その１）」の受注者 

・２期目以降の業務の受注者（業務名称、発注時期未定） 

 

【 】 技術提案書の提出等 

（ ）発注者、優先交渉権者及び設計業務の受注者において、優先交渉権者の施工技術に基

づく設計を完了させるため、設計協力協定を三者間で締結するものとする。なお、設計

業務の受注者は、6（１）に示す者とし、契約単位ごとに設計協力協定を締結する。 

また、２期目以降の設計業務の受注者との設計協力協定の締結にあたっては、発注者、

優先交渉権者、１期目設計者及び２期目以降の四者間で締結するものとする。ただし、

２期目以降の設計者が１期目の設計者と同一の者（共同体の場合、全て構成員が一致）

の場合にあっては三者間で締結するものとする。設計協力協書（案）は別紙４による。 

 
５ 設計協力協定書に係る留意事項 

  協定書の対象施設の設計業務が分割されることから、分割した設計業務の契約単位で設

計協力協定を締結することとする。その際、協定の対象範囲を明確化するため、当該設計

業務の対象施設分が協定の対象範囲であることを明示することとする。 

また、２期目以降の設計業務の受注者との設計協力協定の締結にあたっては、発注者、

優先交渉権者、１期目設計者及び２期目以降の四者間で締結するものとする。ただし、２

期目以降の設計者が１期目の設計者と同一の者（共同体の場合、全て構成員が一致）の場

合にあっては三者間で締結するものとする。 

設計協力協定に明示する事項の例を別添１～３に示す。 

 

６ 適用対象 

  令和７年２月１０日以降に入札公告又は手続開始の公示を行う最適化事業におけるＥＣ

Ｉ方式対象における設計業務とする。 

 

７ その他 

  本通知の運用にあたり疑義がある場合は、整備計画局建設制度官と協議するものとする。 



 

別添１ 

〔実施設計を分割発注する場合の設計協定書例（１期目設計）〕 

令和○年○月○日 

 

○○○工事に関する設計協力協定書（その１） 

 

「○○○工事（「○○（○）施設最適化総合設計（その１）」契約設計業務分）」に関して、

○○○○（以下「発注者」という。）、○○○○（以下「設計者」という。）及び○○○○

（以下「優先交渉権者」という。）は、以下のとおり設計協力協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は「○○○工事（「○○（○）施設最適化総合設計（その１）」契約設計業

務分）」において、発注者、設計者及び優先交渉権者が協力して優先交渉権者の施工技術

に基づく設計を完成させる上で必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（調整・協力） 

第２条 本設計の実施に係る発注者、設計者及び優先交渉権者間の調整は、発注者が行う。 

２ 発注者が行う調整に対し、設計者及び優先交渉権者は、真摯に対応し、協力する。 

 

（有効期限） 

第３条 本協定は、本協定の締結の日から発注者及び設計者が締結している設計業務の委託

契約の完了日まで有効とする。 

 

（その他） 

第４条 本協定書に定めのない事項については、必要に応じ、発注者及び優先交渉権者が協

議して定めるものとする。 

 



 

別添２ 

〔実施設計を分割発注する場合の設計協定書例（２期目以降設計【１期目と別設計者】）〕 

令和○年○月○日 

 

○○○工事に関する設計協力協定書（その●） 

 

「○○○工事（「○○（○）施設最適化総合設計（その●）」設計対象施設分）」に関して、

○○○○（以下「発注者」という。）、○○○○（以下「１期目設計者」という。）、○○

○○（以下、「○期目設計者」という。）及び○○○○（以下「優先交渉権者」という。）

は、以下のとおり設計協力協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は「○○○工事（「○○（○）施設最適化総合設計（その●）」設計対象施

設分）」において、発注者、１期目設計者、及び優先交渉権者並びに○期目設計者が協力

して優先交渉権者の施工技術に基づく設計を完成させる上で必要な事項を定めることを目

的とする。 

 

（調整・協力） 

第２条 本設計の実施に係る発注者、1 期目設計者、○期目設計者及び優先交渉権者間の調

整は、発注者が行う。 

２ 発注者が行う調整に対し、１期目設計者、○期目設計者及び優先交渉権者は、真摯に対

応し、協力する。 

 

（有効期限） 

第３条 本協定は、本協定の締結の日から発注者及び○期目設計者が締結している設計業務

の委託契約の完了日まで有効とする。 

 

（その他） 

第４条 本協定書に定めのない事項については、必要に応じ、発注者及び優先交渉権者が協

議して定めるものとする。 



 

別添３ 

〔実施設計を分割発注する場合の設計協定書例（２期目以降設計【１期目と同一設計

者】）〕 

令和○年○月○日 

 

○○○工事に関する設計協力協定書（その●） 

 

「○○○工事（「○○（○）施設最適化総合設計（その●）」設計対象施設分）」に関して、

○○○○（以下「発注者」という。）、○○○○（以下「設計者」という。）及び○○○○

（以下「優先交渉権者」という。）は、以下のとおり設計協力協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は「○○○工事（「○○（○）施設最適化総合設計（その●）」設計対象施

設分）」において、発注者、設計者及び優先交渉権者が協力して優先交渉権者の施工技術

に基づく設計を完成させる上で必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（調整・協力） 

第２条 本設計の実施に係る発注者、設計者及び優先交渉権者間の調整は、発注者が行う。 

２ 発注者が行う調整に対し、設計者、設計者及び優先交渉権者は、真摯に対応し、協力す

る。 

 

（有効期限） 

第３条 本協定は、本協定の締結の日から発注者及び○期目設計者が締結している設計業務

の委託契約の完了日まで有効とする。 

 

（その他） 

第４条 本協定書に定めのない事項については、必要に応じ、発注者及び優先交渉権者が協

議して定めるものとする。 

 


